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公共事業と司法審査
―最近の判例を素材として―
由喜門　眞　治
一　はじめに
　本稿は、公共事業のうち都市計画事業およびそれに関連する事業に係る
最近の判例を素材にして、問題とされた事項を、立法論も視野に入れて検
討し、あわせて行政裁量の司法審査方式である判断過程合理性審査方式に
ついて述べたいと思う。二で関係判例を概説し、三でそれらの論点を整理
検討し、四で判断過程合理性審査方式について検討することとしたい。
二　最近の都市計画関係判例
　本章では、ここで取り上げる各判例の事案の概要と判旨をまとめてお
く。
ａ　小田急事件（以下、ａ事件という）
〈事案の概要〉
　本件は、建設大臣（当時）が東京都に対して行なった小田急小田原線の
連続立体交差化（高架化）事業認可と付属街路事業認可という二種類の都
市計画事業認可（以下、都計事業認可という）の取消しを周辺地域の住
民、付属街路事業地の不動産の権利者が求めたものである。原告（被控訴
人・上告人）は、都計事業認可の要件を欠くこと、環境面、事業費等の点
から地下式が優位であるにもかかわらず高架式を選定したこと、また環境
アセス手続の違法があることにより都市計画決定（以下、都計決定とい
う）が違法であると主張した。
①東京地判平成13年10月３日（訟月48巻10号2437頁
（１）
）
〈判旨〉
（1194）
34
　事業地周辺地域の住民の原告適格は否定する。付属街路事業地の不動産
の権利者は、高架化事業認可の原告適格を有する。
　都市計画基準が一般的かつ抽象的基準で定められていることから都市施
設の適切な規模や配置については政策的、技術的裁量により決めざるを得
ない。
　「都市計画決定の適否を審査する裁判所は、行政庁が計画決定を行う際
に考慮した事実及びそれを前提としてした判断の過程を確定した上、社会
通念に照らし、それらに著しい過誤欠落があると認められる場合にのみ、
行政庁がその裁量権の範囲を逸脱したものということが許されるのであ
る。」
　都計決定において騒音という考慮要素の著しい欠落がある。構造形式の
選択の際に、環境影響への検討が全く考慮要素の対象外となっている。選
択した高架式（嵩上式）について、環境影響の項目（鉄道騒音、日照阻
害、電波障害、景観等）、計画的条件、地形的条件、事業的条件ごとに考
慮すべき点を考慮していないし、地下式についても同様に判断内容の著し
い過誤があった。都計決定は違法であり、高架化事業認可自体も都市計画
に適合していない、事業施行期間が不適切で違法である。
②東京高判平成15年12月18日（訟月50巻８号2332頁）
〈判旨〉
　周辺住民の高架化事業認可の原告適格は認められない。付属街路事業地
の不動産の権利者は、当該付属街路事業認可の原告適格を有する。
　当該付属街路事業認可の前提となる付属街路都市計画は、都市計画で定
められた高架化により影響を受ける環境に配慮するために定められたもの
であるから、都市計画が違法であれば、付属街路都市計画も必要がなくな
るので、付属街路事業認可も違法になる。
　連続立体交差事業により交通環境等が改善され、環境影響も特段問題が
ないとの判断は不合理ではない、構造形式決定の際に、要綱の定める環境
影響が考慮されなかったが、要綱は法規範ではないので違法とはいえな
い、環境影響の程度・事業費の多寡等といった考慮要素の価値序列は一義
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的に決めることができない、構造形式決定後には環境アセスを実施したこ
となどから都市計画は適法であり、当該付属街路事業認可自体も適法であ
る。
③最大判平成17年12月７日（裁時1401号２頁
（２）
）
〈判旨〉
　都計事業認可は、都市計画に適合することを要件とする。都市計画法の
目的（同法１）、理念（同２）、都市計画基準について公害防止計画に適合
することを定める規定等（同13）、都市計画案に対する手続規定（同16、
17）、公害防止計画の根拠法令である公害対策基本法の諸規定（同法１、
２、４、５、19）、都アセス条例の諸規定（同条例３等）からすると、都
計事業認可に関する都計法の規定は、事業に伴う騒音、振動等により、事
業地の周辺地域の住民に健康や生活環境の被害が発生することを防止し、
健康で文化的な都市生活の確保と良好な生活環境の保全も、趣旨・目的と
する。都計法または関係法令に違反した違法な都計決定に基づく都計事業
認可がなされた場合は、事業による騒音等の被害を直接的に受けるのは周
辺の一定範囲の地域の住民であり、被害の程度は事業地に接近するにつれ
て増大し、居住し続けることにより著しい被害になりかねない。したがっ
て、事業地周辺地域の住民は、高架化事業認可取消訴訟の原告適格を有す
る。付属街路事業地の権利者はそれを有しない。
④最判平成18年11月２日（最高裁 H
（３）
P）
〈判旨〉
　都計決定は、環境の保全について適切な配慮をしており、騒音について
十分な考慮を欠くものではない。都計決定にいたる検討段階で、地表、嵩
上、地下式の比較検討は、環境面の考慮をした調査に基づくもので、その
後高架式について環境アセスを実施し、それをふまえて都計決定がなされ
た。したがって、判断過程において考慮すべき事情を考慮しなかったとは
いえない。事業費の算定において、取得済の用地の取得費などを考慮して
いないが、今後必要な支出額を予測するものとして、その算定は合理性を
有する。シールド工法による事業費を検討しなかったことは、本件区間の
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一部をその工法により施工できなかったためで不相当ではない。下北沢区
間を地表式にするという前提で高架式を採用したが、その後その区間を地
下式とする方針を都が表明しても、高架式の判断は合理性を欠かない。以
上から、都計決定は適法で、都計事業認可は適法である。
ｂ　圏央道事件（以下、ｂ事件という）
〈事案の概要〉
　本件は、東京都の都計決定を経た自動車専用道路である圏央道八王子
ジャンクションから青梅インターチェンジ（IC）区間の事業区間内の日の
出 ICからあきる野 IC間についての国と日本道路公団（当時）による事業
認定申請に対して、建設大臣（当時）が行なった事業認定の取消しが地権
者（起業地の所有者・賃借権者）および付近住民により求められ、また収
用裁決の取消しを地権者が求めた事件である。原告（被控訴人）は、道路
建設は誘発交通の発生により交通渋滞を緩和しない、受忍限度を超える騒
音被害、大気汚染を発生させることになるが環境アセスが適切ではなく、
代替案の検討も行われていないことなどを理由に事業認定の要件を欠くな
どと主張した。
①東京地判平成16年４月22日（訟月51巻３号593頁
（４）
）
〈判旨〉
・第１事件（事業認定取消訴訟）
　付近住民の原告適格については、地域環境等の社会的価値を土地収用法
が個別的・具体的に保護していないので否定される。
　事業認定庁が事業認定をする際の黙示的な前提要件は、瑕疵ある営造物
の設置ではないことである。事業認定申請書の記載から瑕疵ある営造物の
設置を計画していることが判明すれば、事業認定庁は申請を却下するか、
瑕疵のない状態への変更を条件に事業認定すべきである。本件では、都計
決定手続の際の環境アセス手続の結果から、本件道路の建設により付近住
民に受忍限度を超える騒音被害を生じさせることを認定することができる
し、環境アセスにおいて騒音被害が過小評価されていることなどの点で疑
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念があるが、追加調査等は行われていない。騒音被害や大気汚染などの重
大な結果発生のおそれの高い疑念が払拭されないまま事業認定がなされて
いるので、瑕疵ある営造物を設置すべきでないとする前提要件を満たして
おらず、事業認定は違法である。
　仮に前提要件を満たしているとして、20条３号要件を満たしているか
を検討する。同号は、事業により得られる公共の利益と失われる利益を比
較衡量し、前者が後者に優越することを求める。事業認定に先行して、都
計決定がされている場合には、都計決定が都市計画基準に違反するなら
ば、特段の事情のない限り、当該事業は同号の要件を満たさない。３号で
認められる裁量判断においては、本来考慮すべきではない要素を過大に重
視し、また本来考慮すべき要素を不当に軽視し、その結果が判断を左右し
たものと認められる場合には、判断過程に社会通念上看過することができ
ない過誤欠落があり、裁量判断の方法、過程に誤りがあり、違法となる。
　本件では、被告の主張する公共の利益は具体的な裏づけを欠き、あるい
は算定過程が合理的ではないし、あきる野 IC開設の必要性も代替案の検
討に基づいていないので、同号に違反する。
・第２事件（収用裁決取消訴訟）
　事業認定の違法性は、収用裁決に承継される。したがって、収用裁決は
違法である。
　事情判決の可否につき職権で判断するが、事業をすみやかに中止すれ
ば、無益な投資は回避できる、本件訴訟が第一審で確定することはないの
で、第一審裁判所で事情判決を考慮する必要はない。
②東京高判平成18年２月23日（最高裁 HP）
〈判旨〉
・第１事件
　起業地内の不動産につき賃借権準共有持分を取得した者の原告適格を認
める。
　収用法には、20条以外に事業認定および土地収用に関する実体的要件
を定めた規定が存在しない。したがって、事業認定庁は、法20条の各要
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件を充足するか否かの検討を要し、それで足りる。これ以外に事業認定に
黙示的な前提要件があるとは解せないので、営造物の欠陥や騒音等が生ず
る危険を看取し得るときには、20条３号要件充足性の判断において考慮
される。
　本来最も重視すべき諸要素、諸価値を不当に軽視し、その結果当然尽す
べき考慮を尽さず、または本来考慮に入れるべきでない事項を考慮に入
れ、もしくは本来過大に評価すべきでない事項を過重に評価し、その結果
判断に影響を生じさせたというような場合には、その事業認定は、裁量権
の逸脱、濫用として違法になるものと解するのが相当である。
　圏央道の建設は、多極分散型国土の形成という公共の利益に資する、起
業地周辺地域においても交通混雑の緩和・移動時間の短縮・交通事故の減
少等の公共の利益がある、あきる野 IC設置により、圏央道利用者の増加
や一般道の通過者の減少などの公益性・必要性が認められる。騒音予測に
ついては、影響評価の手法、内容に特に不適切、不合理な点はない。大気
汚染については、設置逆転層が大気質に及ぼす影響は少なく、合理的な予
測手法に基づく実験により環境保全目標を充足する。SPMについては、
予測手法が確立されていないという状況の下で、SPMが大幅に基準値を
上回ることを推測させる的確な証拠もなく、事業認定後行われた調査によ
ると予測値は基準値を下回る程度のものであったことからすると、環境ア
セスにおいて SPMの将来予測を行わなかったことが合理性を欠くとはい
えない。自然環境、文化遺産の破壊等については、調査・予測等の手法や
内容に特に不適切、不合理な点はなく影響は少ないといえる。代替案の検
討については、都計決定を経た道路については、比較検討を義務付ける法
令上の根拠もなく、起業者の提示した資料から明らかに他の案が優れてい
ると認められるような特別な事情がない限り、代替案の資料を不要とする
合理的な通達にしたがったもので違法であるとはいえない。都計決定から
長期間経過しているような場合を除き、公共性、土地利用の合理性が明ら
かであるときは代替案の資料は不要であるとの建設省の通達は、住民等の
意見を反映させる都計決定の手続からすると合理的であり、この通達にし
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たがい本件では代替案の検討をしなかったことは不適切ではないし、他に
優れた代替案が存在するとの証拠はないので、事業認定は適法である。
事業認定の手続上の違法はない。
・第２事件
　裁決固有の瑕疵もない。
ｃ　林試の森事件（以下、ｃ事件という）
〈事案の概要〉
　東京都の都市公園である林試の森公園の入口（南門）と公道を接続する
ために、その間の民有地を都市計画区域に含めるとする都計決定（昭和
32年）がなされたために、その民有地の権利者が建設大臣（当時）によ
る都計事業認可（平成８年）の取消しを求めた事件である。原告（被控訴
人・上告人）は、その根拠として、都計事業認可とその前提となる都計決
定において民有地に隣接する国有地があることが考慮されなかったことを
あげ違法であると主張した。
①東京地判平成14年８月27日（訟月49巻１号325頁）
〈判旨〉
　公用負担を課す場合には、公有財産により行政目的を達することができ
ないことを当然の前提とするという公用負担法の基本理念が存在する。そ
して、民有地と国有地のどちらでも行政目的を達成することが不可能では
ない場合には、民有地であることは考慮要素となり、国有地が他の行政目
的に利用されており、目的達成には民有地が是非必要で代替性がないなど
の、国有地による行政目的達成の必要性が公園設置の必要性に優先すると
認められる場合に限られるので、本件都計事業認可は違法である。
②東京高判平成15年９月11日（訟月50巻４号1334頁
（５）
）
〈判旨〉
　都市施設は、土地利用・交通等の現状や将来の見通しを勘案して、適切
な規模で必要な位置に配置するという観点から定められるべきであり、都
市計画を策定する際には、公有地を利用することにより行政目的を達成す
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ることができない場合にのみ民有地を利用するべきであるとはいえない。
本件都計決定において民有地を公園の区域としたことは合理性を欠くもの
ではない。南門の位置を変更することにより、樹木の伐採等が必要になる
ので、できる限り樹木を保全するという見地からは、その変更は望ましい
ものではなく、都計決定に裁量の踰越濫用はない。したがって、本件都計
事業認可は違法ではない。
③最二小判平成18年９月４日（裁時1419号１頁）
〈判旨〉
　旧都市計画法は、都市施設に関する都計決定の際に、都市施設の区域を
どのように定めるべきかについては規定をおいておらず、公有地を利用す
ることにより行政目的を達成することができない場合にのみ民有地を利用
するべきであるとはいえない。しかし、都市施設は、土地利用・交通等の
現状や将来の見通しを勘案して、適切な規模で必要な位置に配置すること
により、円滑な都市活動を確保し、良好な都市環境を保持するように定め
なければならないことから、都市施設が適切な規模で必要な位置に配置さ
れたといえるような合理性をもつべきである。その際、民有地に代えて公
有地を利用することができるときには、それは合理性を判断する一つの考
慮要素となり得る（公有地の都市施設としての利用可能性も考慮要素の一
つである）。しかし、原審は国有地の公園用地としての利用により、林試
の樹木に悪影響が生じるか、植え替えなどにより悪影響を回避できないか
などについて十分な審理をしていないので、原判決を破棄し、差し戻す。
ｄ　伊東建築不許可事件（以下、ｄ事件という）
〈事案の概要〉
　市が都計決定により定められた区間の道路のうち、一部の区間の道路を
拡幅する内容の都計変更決定を行ったが、それにより定められた都市計画
道路の区域内の建築許可申請（都市計画54）を県知事により拒否された
土地の所有者・共有者が、都計変更決定が違法であるとして建築許可申請
拒否処分の取消しを求めた。原告（控訴人）は、本件都計変更決定の根拠
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とした資料が不合理な方法による将来人口予測や将来交通量予測等に基づ
くものであるので、都市計画が違法であり、それに基づく本件処分は違法
であると主張した。
①静岡地判平成15年11月27日（判自272号90頁）
〈判旨〉
　都計変更決定の基礎資料に一部慎重な分析を欠いているものがあるが、
全体として資料が著しく不合理とはいえず、資料に基づく政策判断が著し
く不合理とはいえない、道路構造令違反もなく、手続上の違法もなく、変
更決定は適法であり、したがって拒否処分も適法である。
②東京高判平成17年10月20日（判時1914号43頁
（６）
）
〈判旨〉
　都計変更決定をする際に勘案した土地利用、交通等の現状及び将来の見
通しは、合理性を欠く交通量予測手法に基づくもので基礎調査の結果が客
観性、実証性を欠くものであるために合理性を欠く。したがって、そのよ
うな現状の認識、将来の見通しに基づく都計変更決定は違法であることか
ら、拒否処分は違法である。
ｅ　永源寺事件（以下、ｅ事件という）
〈事案の概要〉
　ダム建設を主たる内容とする国営土地改良事業計画につき、農水大臣が
計画決定を行ったが、事業施行地域内の権利者等が計画決定と異議申立て
に対する決定の取消しを求めた。
　原告（控訴人）は土地改良法施行令で定められる計画の必要性、技術的
可能性、経済性等の要件に反すると主張した。
①大津地判平成14年10月28日（訟月50巻１号258頁）
〈判旨〉
　計画の策定は高度に技術的専門的事項にわたり、政策的判断をも要する
ので、農水大臣はその策定に広範な裁量をもち、その逸脱濫用はない。
②大阪高判平成17年12月８日（最高裁 HP）
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〈判旨〉
（本件計画決定につき、通達で定められたボーリング調査等の地質調査を
欠き、ダムの規模を誤って設計した重大な瑕疵があるとの控訴人の追加主
張について）
　通達からなる設計基準に定められた地形図の作成などを実施せずとも、
ただちに違法にはならないが、設計基準は各地方農政局長が準拠すべき統
一的な手続準則として学識経験者からなる委員等による検討やかんがい排
水審議会の答申を経て、農水省が決定し、公表したものである。そこに定
める調査の手順や内容にしたがうことにより技術的可能性の要件審査が行
われ、計画決定の適正が保障される。また、経済性の要件（経済性＝投資
効率1.0を超えること）についての測定方法等の各通達も、経済性の要件
を具体化した基準・指針であり、これにしたがい経済性要件が審査される
ことにより、計画決定の適正が保障される。本件では、事業着手後行われ
た工事実施調査においてダム建設予定地の地形地質が明らかになった結
果、ダムの規模、形状を相当程度変更する必要が生じ、総事業費も約476
億円から約1100億円に増加することになった。これは、設計基準の重要
な調査等をしなかったために、ダムの規模を誤って設計した瑕疵があり、
事業計画決定の要件審査に重大な影響を与えるもので、適正手続に違反し
て決定は違法である。
　また、法により専門的知識を有する技術者の調査報告に基づき、事業計
画の決定をしなければならないとされるが、これは第三者的立場から批判
的に検討を加えることにより実質的審査を経ることを手続要件として適正
に事業計画を決定するという趣旨である。したがって、調査報告が事実的
基礎を欠く、あるいは事実誤認がある場合には、それに基く計画決定は違
法であり、本件では事実誤認を前提にした調査報告に基づくもので、計画
決定は違法である。
注
（１）　本判決の評釈として、阿部泰隆・環境法判例百選86頁、大貫裕之・法学セ
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ミナー 584号16頁、山村恒年・判自235号69頁、久保茂樹・ジュリスト1222号
168頁、金子正史・法令解説資料総覧243号74頁、礒野弥生・環境と公害31巻
４号65頁、齋藤驍・法律時報74巻３号111頁、渡邉千恵子・法律のひろば55巻
３号68頁、大浜啓吉・月刊法学教室257号52頁、保屋野初子・法学セミナー
471号67頁、畠山武道・世界695号34頁。
（２）　本判決の評釈として、横山信二・行政判例百選Ⅱ（第５版）362頁、高梨
文彦・法令解説資料総覧291号78頁、桑原勇進・ジュリスト1310号10頁、森
英明・同41頁。一審判決から本大法廷判決につき、山村恒年『行政法と合理
的行政過程論―行政裁量論の代替規範論―』（慈学社、2006年）485頁以下。
（３）　山村・注２、574頁。
（４）　本判決評釈として、山村恒年・判自261号49頁。大貫裕之・判時1900号
193頁（判評560号15頁）、福井秀夫・法学教室288号19頁。
（５）　本判決評釈として、金子正史・法令解説資料総覧264号82頁、木原正雄・
法学セミナー 595号119頁。
（６）　本判決評釈として、下山憲治・法学セミナー 618号114頁。
三　諸論点と検討
１．原告適格
（１）周辺住民
　ａ③判決（以下、例えば、このようにａ事件③判決はａ③判決とす
る。）は、最判平成11年11月25日（判時1698号66頁
（７）
）を変更した。
　ａ③判決の立場にたつと、事業認定を周辺住民が争う場合でも、例えば
ｂ事件における圏央道の付近住民にも原告適格が認められることになる。
ｂ事件では、都計決定を経て、事業認定が行われた。これに関して、ｃ①
判決における原告は、都計事業認可が事業認定と同様の法効果を付与され
ていることから、都計事業認可自体は事業認定の要件を満たす必要がある
と主張した。しかし、判決は、都計決定が事業認定の要件と同等の要件を
満たす必要があるとした。すなわち、実質的には都計決定手続が事業認定
手続と同様の機能をはたしていることになる。そこで、都計決定が都市計
画基準に適合しなければ、事業計画は３号要件を満たさないといえる。し
たがって、原告適格の判断に際して、関連法令として都市計画法を使うこ
とができるが、その場合にはａ③判決をそのまま使うことができる。仮
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に、都計決定を経ないで事業認定が行われた場合には、次のようになるで
あろう。
　「事業計画が土地の適正且つ合理的な利用に寄与する」（収用20③）か
否かの判断をする場合には、事業により得られる利益と失われる利益との
比較衡量により、前者が後者に優越する場合には、要件に適合することと
されている。その失われる利益には、道路建設中および供用開始後に付近
住民の健康、周辺環境に与える影響が含まれる。１条は、「国土の適正且
つ合理的な利用に寄与することを目的とする」と定める。したがって、事
業認定庁が付近住民に対するマイナスの影響を考慮しない、あるいは適正
に考慮しなければ目的規定にも違反することになる。他にも、事業認定申
請前の利害関係者に対する起業者による説明（収用15の14）、事業認定庁
による公聴会の開催（23）、事業認定申請書等に対する利害関係人の意見
書の提出（25）などの規定の趣旨、また、都環境アセス条例（環境アセ
ス法制定前）により適正な環境に対する配慮を図ることが求められている
ことからすると、周辺住民にも原告適格を認めることになるであろう。環
境アセス法制定後であれば、横断条項（環境影響評価33）により関係法
令にそれが含まれることは言うをまたない。
　また、ａ③判決において、藤田宙靖裁判官は補足意見で次のように述べ
る。
　周辺住民は、違法な事業認可により生ずる「リスクから保護される利
益」を有している。
その前提となる行政庁のリスクから保護する義務は、「根拠規定の他にも
手続規定・目的規定等様々の枠規定が、更にはまた、行政庁の権限行使に
制約を課する現行法令一般により」課されている可能性がある。多数意見
のように、一般論として、行訴「法９条の解釈上、そこにいう法律上の利
益とはすなわち根拠規定によって保護された利益であるとの出発点に固執
することが、果たして適切あるいは必要であるかについては」疑問がある
が、解答は留保する。そして、「都市の健全な発展と秩序ある整備を図」
る（都計１）という法の目的、そして、「機能的な都市活動」と並び「文
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化的な都市生活」の確保を目的とする都市計画の理念（同２）からする
と、都市計画の策定及び事業認可に際し、マイナスの影響をも含めた諸利
益の調整を十分に行うべき義務を負わされていることは、当然のことであ
り、生命・健康等の享受について国民に与えられた憲法上の保障（人格
権）を併せ考えるならば、行政庁が、少なくともこれらの利益に対する重
大な侵害のリスクから周辺住民を保護すべき義務を負わされているものと
考えられる。また、周辺住民の利益は、『個々の利益の集合体ないし総合
体』としての『集団的利益』であり、そこに『個人的利益』が含まれてい
る。したがって、行政庁は個人に対する保護義務を負うものではないとい
うことが、「法律上明確な根拠によって明らかにされるのでない限り、少
なくとも、事業認可に係る都市計画施設の利用の結果生命健康等に重大な
損害を被るというリスクにさらされている周辺住民からの訴えについて
は、本来、原告適格が認められ」る。
　この見解からすると、土地収用法および憲法から同様の結論を導くこと
ができるであろう。
（２）付属街路事業と高架化事業の原告適格
　ａ①判決は、両事業に係る都市計画は、形式的には異なる都市計画であ
るが、両者あいまって初めて一つの事業を形成する実質をもつので、一体
として評価し、前者の事業地の権利者は、高架化事業認可取消訴訟の原告
適格を有するとした。この見解が妥当であろう。
　他方、ａ②、ａ③判決は、都計事業認可の法効果は事業地の範囲にのみ
及ぶもので、事業地以外の事業認可を取り消す必要はなく、当該付属街路
事業認可取消しの原告適格をもつ者は、高架化事業認可や他の付属街路事
業認可の原告適格をもたないとした。さらに、その根拠として、ａ②判決
は、両事業からなる連続立体交差事業は、建運協
（８）
定と調査要
（９）
綱に基づき施
行されるものであるが、建運協定等は内部規範にしかすぎず、両事業は法
的一体性をもたない（これについては、後述三５（３）（三）参照）、「本
件鉄道事業認可が違法であっても、それが基礎とした都市計画が有効に存
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在している限り、参加人は、本件鉄道事業認可における瑕疵を改めて、再
度鉄道事業認可を得ることは許されるのであり、そのような将来の可能性
をも考慮すると、本件鉄道事業認可が違法であるからといって、直ちに、
本件各付属街路事業認可も事業の必要性、公益性を欠いて違法になるもの
とはいえない」ことを挙げた。
　しかし、後者の部分については、問題がある。都市計画の違法を理由に
都計事業認可が違法とされる場合には、拘束力により、判決理由中の都市
計画の違法という判断は、関係行政庁を拘束する。したがって、都計事業
認可をやり直しても、当該都市計画は違法な都市計画であるので、それに
適合するという都計事業認可の要件を満たすならば、都計事業認可はやは
り違法となるので、判示部分は不当である
（亜）
。
２．都市計画（都市施設）の適法性と都計事業認可の適法性
（１）都市計画決定の違法性の都計事業認可への承
（唖）
継
　都計決定の処分性が否定されていることを理由にする判決もあるが、東
京地判平成６年４月14日（行集45巻４号977頁）（環状６号線一審判決）
は、都計事業認可は適法な都計決定の上に積み重ねられる手続であること
を理由とした。これは、その最高裁判決（前述）でも支持された。これに
関して、ｄ事件では、都計変更決定に基づく建築不許可処分において、都
計変更決定の違法性が主張されたが、ｄ②判決は用途地域指定の都計決定
の処分性を否定した最判昭和57年４月22日（民集36巻４号705頁）を引用
していることからすると、変更決定の処分性が否定されることを理由にし
ている。
　ｂ①判決は、付言として、都計法等の個別実体法で事業計画の適否につ
いて早期の司法判断を可能にする争訟手段を新設する必要があることを述
べる。その方向での改正作業の一環として位置づけられるが、都市計画争
訟研究会による「都市計画争訟研究報告書
（娃）
」は、都市施設、市街地開発事
業等の都市計画について、不服申立てを認め、裁決主義を採ることを提案
する。
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３．都市計画の違法性判断基準時
　一般的に、処分時説が採られている。その根拠としては、ａ①判決が判
示するように「都市計画事業認可が適法であるというためには、その前提
となっている都計決定が適法であることも必要であるところ、都市計画に
ついても、都計決定後に法令あるいは事実状態の変化があった場合には、
都計決定自体が行政処分ではないとしても、行政処分と同様に、都計決定
をした行政庁が第一次判断権を行使すべきであって、裁判所がこれを待た
ずに都計決定後の法令あるいは事実状態に照らして都計決定の違法性を判
断することが行政庁の第一次判断権を侵す」からである。
　ｃ①判決は、都計決定が違法で、民有地を対象地とする要件もないの
に、対象地としたために、逆に対象地とならなかった国有地には高層建築
物が建築されたのであるから、それを民有地利用の必要性があるとする理
由にはならないし、都計決定後に生じた、防災上の避難場所として入り口
の広場を確保する必要性が緊急であるともいえない、当該建築物の東西両
側の空き地を可能な限り利用することなども考えられるので、瑕疵の治癒
がないとした。この見解によると、処分時説により、都市計画が違法とさ
れても、瑕疵の治癒が成立すれば、瑕疵が補正され、取消事由がなくなり
適法となる。しかし、瑕疵の治癒理論が適用される場合としては、法的安
定性の確保や第三者の信頼保護のために、手続的瑕疵のように軽微である
ことが原則であることから
（阿）
、本件のような場合にそれが適用され得るかに
ついては、欠けている考慮要素の性質、都計決定から都計事業認可までの
期間の長さ等により是非を検討すべきであると考える。本件では、欠けて
いる考慮要素が公用負担法の基本理念が適用される民有地であることから
適用を否定すべきとも考えられるが、都計決定から都計事業認可までがほ
ぼ40年という長さであるから、適用もやむを得ないであろう。しかし、
結論として判決は瑕疵の治癒を否定した。
　これに関連する問題としては、都計決定時には適法であったが、社会状
況の変化により都計決定が不要となる場合であるが、これについては、自
治体は、見直しシステムにより、そのような場合の発生を抑制している
（哀）
。
（1180）
48
４．変更決定がある場合の対象となる計画
　これは、例えばａ事件では、昭和39年の都計決定から、昭和45年・60
年、平成２年・５年と都計変更決定がされているが、原告はどの都計（変
更）決定の違法を主張するべきであるかという問題である。同様に、ｃ事
件でも昭和32年決定と同62年決定が存在した。
　ａ①判決は、「ある都市計画について、基礎調査等に基づき何らかの変
更をすべき場合には、それが軽易な変更でない限り、これを契機として都
市計画全体の見直しをすることが求められているというべきであって、見
直しによって、結果的には変更すべき部分が一部であったとしても、それ
は、当該都市計画全体について総合的な見直しがなされた結果にすぎない
のであって、変更後の都市計画は、変更された部分のみならず、全体とし
て新たな都市計画となるものと解するのが相当」とした（ａ②判決もこれ
にしたがう）。そして、「平成５年決定の案の作成に当たっては、上記本件
要綱の定めに従って、本件事業区間全体について、連続立体交差化の構造
の案の検討を含めて本件調査が行われ、その結果、平成５年決定において
は、構造を地表式から掘割式に変更した成城学園前付近以外の区間につい
ても、拡幅等の区域の追加・変更も行われていることが認められる」とし
て平成５年決定を全体的な見直しの結果としての変更決定であるとした。
　ｃ①判決は、「変更部分が独立性を有し、変更前の都市計画全体を取り
消して新たな都市計画とするまでのものとは認め難い場合に、あえて吸収
あるいは取消し・新規計画というような考え方をする必要はない」とし
た。
　ａ①判決、ａ②判決ともに軽易な変更ではない限り、吸収説（都計決定
は、都計変更決定に吸収される）を採る。ｃ①判決は変更部分が独立性を
有し、新たな都市計画とは認められない場合には、吸収説をとる要なしと
する。したがって、軽易な変更と解される場合には、審査の対象になる都
市計画は、変更された既定の都市計画とその変更決定であり、軽易な変更
ではない場合には、吸収説により、都計変更決定を審査対象とする。
　都計法21条２項は、都計変更には、同17条（都計案の縦覧、住民・利
（1179）
49
害関係人の意見書の提出）から18条、19条と20条（都計告示と縦覧）が
準用されるが、「政令で定める軽易な変更」については、17条、18条２・
３項、19条２・３・５項の準用を除くとする。そして、軽易な変更につ
いては、都計法施行令15条が、名称の変更は17条、18条２・３項、19条
２項の準用を除外し、国土交通省令で定める位置、区域、面積、構造の
変
（愛）
更については18条３項の準用を除外する旨定める。したがって、都計
法施行規則13条に定める位置、区域等の変更は軽易な変更として、都計
法に定める手続規定の準用が除外されるのであるから、それに該当しない
ものは軽易な変更ではないことになる。ａ事件では、構造の変更がなされ
ているが、それは軽易な変更を定める法施行規則には含まれておらず、し
たがって軽易な変更には当たらないと解釈できることになると思われる。
ａ①判決は、それに触れていないが、それをふまえて総合的な見直しにあ
たるか否かを実質的に判断したものと思われ、妥当であろう。
５．都市計画の司法審査
（１）都市計画決定の性質
　都計決定の性質について、一般的な見解は、例えばａ①判決が示すよう
に、「法13条１項柱書き前段は、都市計画基準につき、都市計画は、当該
都市の特質を考慮して、都市施設の整備に関する事項で当該都市の健全な
発展と秩序ある整備を図るため必要なものを、一体的かつ総合的に定めな
ければならない旨規定し、都市施設に関し、同項５号において、『都市施
設は、土地利用、交通等の現状及び将来の見通しを勘案して、適切な規模
で必要な位置に配置することにより、円滑な都市活動を確保し、良好な都
市環境を保持するように定めること。』と規定して」おり、これらは「一
般的かつ抽象的な基準」であることから、「一義的に定めることのできる
ものではなく、様々な利益を比較衡量し、これらを総合して政策的、技術
的な裁量によって決定せざるを得ない事項」であり、「技術的な検討を踏
まえた一つの政策として都市計画を決定する行政庁の広範な裁量にゆだね
られている」というものである。
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（２）行政裁量に対する司法審査方式
　それには、事実誤認の有無、目的違反あるいは動機の不正の有無、比例
原則違反や平等原則違反の有無のみを審査する限定的（踰越・濫用型）審
査、手続が適正か否かを審査する適正手続審査、認定事実の法律要件への
当てはめ過程の合理性を審査する判断過程合理性審
（挨）
査があるとされる。そ
して、行政裁量を尊重しすぎる限定的審査と、その対極に位置する実体的
判断代置方式審査との中間に位置する適正手続審査、そして判断過程合理
性審査が、行政裁量を認める法の趣旨と法治主義の司法による担保の要請
に適合するものとして注目される（後述四２参照）。
（３）判断過程合理性審査方式と各判決
（一）ａ①判決について都計決定に対して判断過程合理性審査方式を採っ
たものではないとの見解があるが、すでに検討済みなので、ここでは省略
するが、判断過程合理性審査方式を採るとするのが私見である
（姶）
。
（二）ｂ①判決は、ア供用関連瑕疵をもつ営造物であると判断したなら
ば、事業認定をしてはならない、およびイ瑕疵の存在が疑われる場合に
は、十分な調査を起業者に命じなければならないという行為規範を、事業
認定の審査に入る前の段階で、事業認定庁に課したという点が注目すべき
ものである。さらに供用関連瑕疵をもつ営造物ではあるが、「念のため」
３号要件を満たしているか否かを審査する。そこでの事業認定庁の裁量、
利益衡量について「比較対象が困難な複数の価値について、事業認定庁に
おける政策判断としていずれを優先させるかという」裁量であるとした。
　判断過程合理性審査方式を採ったことで有名な日光太郎杉控訴審判
（逢）
決お
よび二風谷ダム判
（葵）
決、そしてａ①判決は、事業実施により失われる利益に
含まれる考慮要素を適正に衡量すべきとしたが、ｂ①判決は事業により失
われる利益に含まれるべき周辺環境への影響などを一切考慮していないこ
とを指摘することに加えて、事業により得られる利益について具体的根拠
が欠落しているとした点で異なる。その際、ｂ①判決は、真摯に検討して
いない、説明していないとの表現を使うが、これは事業の必要性・公益性
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の判断過程で考慮を尽くしていないことを示していると考えることができ
る。ｂ①判決は、本件の起業者が示した費用便益分析には、環境影響や環
境対策費という考慮要素の欠落があるとした。このように費用便益分析に
ついては、それを構成する要素の選択、評価過程の合理性の審査になるで
あろう。
　ｂ事件は、他の前記の３事件と異なり、起業者の代替案未検討の事案で
あるが、ｂ①判決は、「事業計画の合理性が優に認められるだけの」事情
が存在しない場合に代替案の検討を求めることをしないのは、不十分な審
査態度であり、それを根拠に事業の合理性の裏付けがないとしたが、妥当
な見解である。これに対して、ｂ②判決は、代替案の比較検討を義務付け
る法令上の根拠がなく、都計決定を経た道路等については、起業者の提示
した資料から明らかに他の案が優れていると認められるような特別な事情
がない限り、代替案の比較衡量をしないとする合理的な通達にしたがった
もので、違法であるとはいえないとした。原則としては代替案の検討をす
るのが合理的であり、例外を認めるとしても策定した事業計画が他の代替
案に比して優位であることが一目瞭然であるような場合に限られるであろ
う。
　山村恒年弁護士は、ｂ①判決の３号要件に関する判示部分が判断過程合
理性審査方式を採ったものとする
（茜）
。
　大貫裕之教授は、概略、次のように批評する
（穐）
。ｂ①判決の行った具体的
なコントロールは、すべて要件に該当するという行政庁の判断を支える理
由付けを検討し、理由が判断を根拠付けるか否かについて検討している
が、これは日光太郎杉控訴審判決が、考慮すべき要素を適正に衡量したか
否かで判断過程の誤りの有無を審査した方法とは異なる。その理由とし
て、審査項目が１．事業施行の必要性、２．事業によって得られる利益、
３．あきる野 IC建設の必要性、４．代替案の欠如となっていることがあ
る。そして、例えばあきる野 ICの必要性について、「道路構造令の解説と
運用」に記載された IC設置の際の考慮事項（設置要件）を検討しても、
それを充たさないと結論付け、「あきる野 ICの設置計画は、……現在供用
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が開始されている日の出 ICでは対応しきれない交通量が発生することに
尽きると思われるが、……そのような（交通量の　引用者注）予測が正当
なものかどうかについては疑問が生じざるを得ず、……ICを一個所余分
に建設することは、事業のために不可欠ではなく、あった方がよいという
程度の土地をも起業地に加えるものといわざるを得ない」として、IC設
置には高度の必要性がないとしている。これは、考慮要素に着目する日光
太郎杉控訴審判決とは異なるが、ｂ②判決も二風谷ダム判決も「いずれも
要件該当性判断を根拠付ける理由付けをコントロールしているという意味
では共通」で、これを「『判断過程のコントロール』と呼んでよい」。しか
し、ｂ①判決はあきる野 IC設置の必要性について、「別の事業計画による
事業認定の可能性は残されているが、現計画による事業認定の可能性は否
定されているとみるべき」であり、実体的判断代置審査方式を採っている
ようにもみえる、と。
　大貫見解には、おおむね賛成する。しかし、審査項目の１と２について
は、考慮要素に分解可能である。それは、都心部の渋滞緩和、国道の混雑
の緩和・生活道路における通過交通の排除・交通事故の減少、採算性、周
辺環境への影響、環境対策費である。そして、それらの考慮要素につい
て、判決は、真摯な検討を行っていない、根拠に乏しい、考慮していない
とする。これは、すべての関連考慮要素を考慮しておらず、しかも考慮要
素を具体的な根拠もないのに過大評価しているというもので、日光太郎杉
控訴審判決の示した審査方法とそれほどの違いはないであろう。したがっ
て、判決は、各考慮要素について具体的な根拠に基づき合理的な説明がで
きていないという判断過程合理性審査を採ったということができる。
　あきる野 ICについて「高度の必要性がない」との表現は、必要性が全
くないとの意味ではない。考慮すべき事項（上記 ICの設置要件）の考慮
が不十分で、事実の調査・分析・検討が不十分なために交通量の予測につ
いてもずさんであることを指摘していると解することもできる。事実誤認
は、これまでも実体的な限定的審査の判断基準とされているが、不合理な
情報収集・予測・分析・検討の方法に基づく事実認定は、結果的に事実誤
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認となり判断過程の過誤となることから、判断過程合理性審査に事実認定
を含めることは可能であろう。また、判決は「あきる野 ICの設置につい
ては、……合理的な説明がなされているものとは認められないから、本件
事業として施行する必要性は低いというほかはなく、この点に関連して必
要不可欠となる代替案の検討を全く行っていないことからしても本件事業
の合理性は裏付けられていない」として、説明が合理的ではないとしてい
る点、代替案の検討を全く行っていない点の指摘は、判断過程の審査とい
える。
　ｂ②判決は、ｂ①判決と結論は異なるが、考慮要素に着目する判断過程
合理性審査を行っている。
（三）ｄ②判決は、都計決定権者が都計法６条の基礎調査に基づく事実認
定にあたり将来の事実の予測を行ったが、その予測手法が不合理である等
として、事実誤認を理由に都計変更決定を違法とし、それに基づく処分を
取り消した。判決は、将来の予測を伴う事実認定において、行政側の予測
手法の合理性を審査したという点で、特色を有するものである。本件の事
案では、拘束力により処分のやり直しをすると（行訴33Ⅰ、Ⅱ）、処分自
体が変更決定に基づきなされるものであるから（都計54）、違法な当該変
更決定に基づく限り、拒否処分は実体的な違法をもつ処分となる。した
がって、処分のやり直しにより認容処分をすることとなり、実質的には当
該変更決定は効力を有しないものとなる。結論は異なるが、ｄ①判決はｄ
②判決と同様に、予測手法の合理性、手続の適正を審査する。
　ｅ事件は、土地改良事業計画に関する事件である。ｅ①判決は、判断過
程の審査をしたが計画決定を適法とした。ｅ②判決は、通達に定められた
調査を欠いたことにより事実誤認が生じ、同計画の要件審査に重大な影響
を与えるなどとして、計画決定を違法であるとした。これは、事実誤認が
あったという点でｄ事件と同様である。そして、本件では、事実認定のた
めの調査が通達で定められていたことから、通達の法規範性が問題となっ
たが、それは処分の適正を保障する手続準則を定めるものであるとして規
範であることを認め、調査の懈怠を事実認定手続の違法とし、また事実誤
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認に基づく専門家の調査報告を事実誤認に基づくもので、手続違反である
とした。本判決は、適正手続審査方式を採るものであろう。
　通達の規範性の問題と類似のものが、ａ事件でも見られる。ａ②判決
は、建運協定は都計事業施行者と鉄道事業者との費用負担等についての統
一的な指導基準を定める行政組織間の協定で内部規範であり、またそれに
基づき定められた連続立体交差事業調査要綱も調査の進め方、調査内容の
項目等を定めるもので内部規範であるとした。この見解に対しては、ａ②
判決後、最高裁への上告に際して提出された各意見書は反論を展開してい
る
（悪）
。例えば、園部意見書は、建運協定が道路法31条１、２、３各項に基
づく協議の結果を協定の形式で明文化したもので法規範であり、調査要綱
は協定11号に基づく行政指導基準であるが、重要な計画決定の考慮要素
とする。山村意見書は、双方とも連続立体交差事業計画の合理性要件を定
めた法規範であるとする。協定および要綱の形式ではなく、事業における
それらの機能を実質的に判断すれば、規範性を肯定できるであろう。
　しかし、ａ④判決は、この点には直接触れなかった。住民側は、都が調
査要綱に定めているように構造方式（地下式等）の三代替案についてすべ
て環境影響を調査していないと主張した。最高裁は、その事実を認めなが
らも、都は高架式が地下式に比べ環境面では劣るが工期等をあわせ考慮し
た結果、高架式を採用し、高架式採用後には条例に基づく環境アセスを実
施し、それに基づいて都計変更決定をしているのであるから、判断過程に
おいて考慮すべき事項を考慮しなかったとはいえないとして判断過程合理
性審査をしている。私見では、代替案すべてについての本来の環境影響を
実施することに対する手続上の重要性の認識が不十分である。また、ａ④
判決は、計画的条件、地形的条件及び事業的条件についての考慮を検討
し、用地取得費等を考慮しない事業費の算定方法は今後の必要支出額を予
測するもので合理的であり、シールド工法による事業費算定をしなかった
ことも不相当ではない等として高架式を採用した都計変更決定を適法とし
た。山村恒年弁護士は、判決が計画的条件等の三条件についての都の考慮
を合理的であり都計決定を適法としていることから、調査要綱の規範性を
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認めたものと、この点は評価している
（握）
。しかし、その要綱に規範性を認め
るのであれば、調査要綱に定める環境影響の調査はされなかったのである
から、考慮すべき事項を欠くことになり違法になるはずである。判決は、
環境影響の調査はしなかったが、環境面の考慮はしていることと、高架式
採用後に環境アセスを実施したのであるから、瑕疵が治癒されたという論
理であろうか、疑問である。
　ｃ①、ｃ②、ｃ③判決は、都計決定の際の考慮事実とそれを前提にした
判断過程の過誤欠落を審査することから、判断過程合理性審査といえるで
あろう。また、ｂ②判決、ｄ①判決は適正手続審査も行っている。
（四）判断過程合理性審査方式における審査対象となる判断過程をおおま
かに整理してみると、ア．事実、情報の調査・検討→イ．事実認定→ウ．
処分要件のあてはめに際しての基礎となる考慮要素（考慮事実、以下同
じ）の決定・考慮要素の衡量のための価値観形成→エ．処分要件のあては
めに際しての考慮要素の考慮・それらの衡量→オ．その過程の説明→カ．
結論（これは直接審査対象にはならない）となるであろう。これは、あく
までも一例で、例えば、アの前段階にウがくる場合も考えられるし、ウ
で、すでに決定されていた考慮要素の追加や価値観の修正も起こり得るで
あろうし、情報の収集・検討は継続的に行われることもあろう。ウからオ
は、前述のように処分の理由づけということもできる。また、アが法規範
あるいはそれに準じるものに手続として定められている場合には、それが
不十分であり事実誤認となると手続的瑕疵となる。そして、事実の調
査・検討が十分であること、すべての関連考慮要素を考慮すること、それ
らの適正な比較衡量をすること、結論にいたる説明が合理的であることに
ついて審査する。エにおいて、費用便益分析が行われる場合には、費用や
便益を構成する要素の選択や評価過程の合理性が審査される。それらが不
合理であれば、処分を取り消し、処分のやり直しの結果として合理的な判
断過程を経た結論に導くことが、判断過程合理性審査方式の意義であろ
う。
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注
（７）　環状６号線事件では、建設大臣（当時）が東京都に対して行った環状６号
線の道路拡幅事業の都計事業認可と建設大臣が首都高速道路公団（当時）に
対して行った中央環状新宿線建設事業の都計事業承認を付近住民等が取消し
を求めた。最高裁は、付近住民の原告適格を否定した。
（８）　建運協定は、連続立体交差化事業の円滑な実施のために、都計事業施行者
と鉄道（軌道）事業者との費用負担について、昭和44年に建設省と運輸省
（いずれも当時）との間で締結された。
（９）　建運協定に基づき定められた連続立体交差事業調査要綱をいう。これは、
鉄道、側道等の設計における調査事項などを定めている。
（10）　同旨、阿部泰隆「小田急高架化事業認可東京高裁判決の原告適格部分に関
する意見書」小田急高架訴訟弁護団編・注22、236頁。
（11）　拙稿「事業認定と都市計画事業認可―判断過程合理性審査における考慮要
素を中心に」占部＝北村＝交告『解釈法学と政策法学』（勁草書房、2005年）
196頁以下。
（12）　報告書も含めて、西谷剛「都市計画争訟について」新都市９月号77頁以
下。他に、主要な提言としては、概略次のものがある。
　　　不服申立て機関は第三者機関か、都計決定権者としても第三者が関与する
ことが望ましい。裁決は、取消しを命じるもの、必要な措置を講ずることを
命じるもの、一定の変更を命じるもの、手続のやり直しを命じるものを認め
るべきである。不服申立手続において、利害関係者（都計事業認可をすでに
受けている施行者など）の参加を認め、公聴会の開催その他の方法により申
立人、参加人以外の者の意見を聴く機会を設けるべきである。不服申立てを
棄却する裁決（都計決定が適法・妥当であるとの裁決）が取消訴訟で取り消
された場合には、裁決をやり直さなければならないとすべきであり、認容裁
決（都計決定が違法・不当であるとの裁決）が取り消された場合にも手続違
反の場合だけではなく、実体上の違法の場合にも、やり直さなければならな
いことを法文上明記すべきである。
（13）　塩野宏『行政法Ⅰ［第四版］』（有斐閣、2005年）150頁。
（14）　例えば、京都府都市計画道路網見直し指針（平成18.7）では、見直し検討
対象は、都計決定後30年以上の事業未着手の幹線道路（自動車専用道路等
は、近年都計決定されているので、見直しの必要性が高まった段階で個別に
見直す）とし、30年未満の路線でも、必要に応じて見直し検討を行い、廃止
か存続・変更かを決めるとする。また、都計道路網の見直しは、概ね５年か
ら10年ごとに継続的に見直しに取り組むこととしている。さらに、都計決定
に限らず、公共事業の見直しシステムも国、自治体に構築されつつあるが、
（1171）
57
これについては、ここでは触れない。
（15）　都計法施行規則13条は、次の通りである。
　　　「令第15条第２号の国土交通省令で定めるものは、次の各号に掲げる都市
計画について、それぞれ当該各号に掲げるものとする。
　　　一から三　略
　　　四　都市高速鉄道に関する都市計画
　　　イ　 起点又は終点の変更を伴わない線形の変更による位置又は区域の変更
で、中心線の振れが100メートル未満であり、かつ、当該変更に係る区
間の延長が1000メートル未満であるもの（当該区間内に停車場又は車
庫を含むものを除く。）
　　　ロ　 停車場又は車庫の区域以外の区域における拡幅による位置又は区域の
変更で、当該変更に係る区間の延長が1000メートル未満であるもの
　　　ハ　 停車場又は車庫の位置又は区域の変更で、区域の境界の移動する距離
が20メートル未満であるもの
　　　五以下　略」
（16）　高木光『行政訴訟論』（有斐閣、2005年）391頁は、実体的判断代置方式
が、結論が裁判所のそれと異なっていることを違法理由にする「直接的」な
コントロールであるのに対して、判断過程合理性審査方式が、判断過程の過
誤・欠落が、それが結論に影響を与える具体的可能性があることを理由にす
る「間接的」コントロールであるとする。同様に、森田寛二「行政処分の
“内容”面に対するコントロール見地」法学51巻５号１頁は、実体的判断代
置方式が、処分の“内容”面において違法であるとして処分の適否が争われ
る時、当該処分の成立が法的に「絶対的に」許されないか否かを判定する、
処分の存立＝絶対的許否型コントロールであるのに対して、判断過程合理性
審査方式は、処分が“内容”面において違法であるとして処分の適否が争わ
れる時、処分時理由づけの内容が法的に問題ないかどうかの点に照準を合わ
せてコントロールを行なうという、処分時理由づけの内容＝照準型コントロ
ールであるとする。
（17）　拙稿・注11、197頁以下。
（18）　東京高判昭和48年７月13日（行集24巻６＝７号533頁）。本件評釈とし
て、越智敏裕・環境法判例百選188頁と、そこに掲げる文献。
（19）　札幌地判平成９年３月27日（判時1598号33頁）。本件評釈として、山下竜
一・環境法判例百選192頁と、そこに掲げる文献。
（20）　山村・注４、51頁。
（21）　大貫・注４、200頁以下。
（22）　小田急高架訴訟弁護団編『住民には法を創る権利がある』（日本評論社、
2006年）157頁以下の園部意見書、小早川意見書、山村意見書、阿部意見書、
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芝池意見書を参照。
（23）　山村・注２、577頁。
四　判断過程合理性審査への各判決からの示唆
１　考慮要素の類型化
　ここでは、判断過程合理性審査方式を採る判決からの示唆を整理検討し
てみる。この判決には、前述の判決と日光太郎杉控訴審判決、二風谷ダム
判決を含める
（渥）
。考慮要素の類型化については、すでに検討したことがある
ので
（旭）
、簡単に述べておくこととする。
　判断過程合理性審査は、要考慮過程と適正利益衡量過程からなる。それ
をふまえて考慮要素の一つのモデルを提示する。
Ａ排他的 Ｂ併存的
１絶対的 １Ａ　　　　 １Ｂ
２一般的 ２Ａ（なし） ２Ｂ
注１・２要素以外に、不必要考慮要素が考えられる。その要素自体は、Ａ、Ｂとの
組み合わせはないが、要素の考慮（他事考慮）が他の考慮要素を排除したり、それ
らと併存したりする。
　１要素は、判断過程において考慮が特に求められるものであり、２要素
は、合理的意思決定のために考慮が一般的に求められるものとする。
Ａ・Ｂ要素については、処分庁が１・２要素をすべて考慮しているか否
か、それらの要素を適正に衡量しているか否かを審査した結果、裁判所が
ある考慮要素は他の考慮要素に陵駕すると評価するときはＡ要素、他の考
慮要素とともに衡量するときにはＢ要素とする。そして、１Ａ要素・１Ｂ
要素あるいは２Ｂ要素は、考慮要素の質と衡量を欠く程度のいわば積と、
他の考慮要素との関係で決定される。
　１要素の例としては、ａ①、ｂ①判決における環境アセスの評価項目
（騒音、大気汚染）がある。ｃ①判決では、公用負担を課するためには、
民有地と公有地が隣接する場合に、公有財産でしか、行政目的を達するこ
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とができず、その目的が公園設置目的に優先するときに民有地を利用でき
るという「公用負担法一般に通ずる基本理念」が適用される民有地である
ことが、これに当たる。２要素の例としては、ａ①判決における計画
的・地形的・事業的条件、ｂ①判決における渋滞の緩和、採算性などがあ
る。１Ｂ要素は、ａ①、ｂ①判決における、騒音および他の環境アセス項
目、ｃ①判決における「公用負担法一般に通ずる基本理念」が適用される
民有地であること、２Ｂ要素は、ａ①判決における一部区間の地下式採用
可能性、計画的条件などである。
　１要素と２要素を区別する根拠は、憲法、考慮要素の質、根拠規定の解
釈、他の法令の規定から導かれると考える。このうち、憲法による根拠付
けは、日光太郎杉控訴審判決が自然公園法および「かけがいのない景観、
風致、文化的諸価値ないし環境保全の要請は、国民が健康で文化的な生活
を営む条件にかかわるものとして、行政の上においても、最大限度に尊重
されるべきものである」として黙示的ではあるが憲法13、25各条を、そ
して二風谷ダム判決が国連人権Ｂ規約および憲法13条を、そして、ｃ①
判決が、公用負担法の基本理念について憲法29条１項をあげている。
　考慮要素は、原告適格にいう「法律上の利益」（行訴９）に係わる。そ
れは、処分を行う際の考慮要素になるからである。ａ③判決の藤田補足意
見は、都市計画施設利用により生じる周辺住民に対する騒音等の損害とい
う「リスクからの保護義務」を行政庁が負うとしたが、それは都計法１、
２各条と憲法の人格権の保障から要請されるとした。一般的には根拠法令
等の法規範により考慮要素がきまるということになるとされているが、行
訴法９条について「日本の裁判所は、憲法に戻っての法解釈……をあまり
やっていない
（葦）
」ので、「憲法」を法令とともに９条２項中に記すべきであ
ろう。この問題との関連においても、ａ③判決の藤田補足意見は注目され
る。
２　「判断が左右されたものと認められる場合」という制約条件
（一）日光太郎杉控訴審判決、二風谷ダム判決は、考慮要素の欠如、他事
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考慮、考慮要素の不適正な利益衡量により「判断が左右されたものと認め
られる場合」に、それら判断過程の瑕疵が取消事由になるとする。これ
は、ａ①・ｂ①判決も同様であり、判断過程合理性審査方式の特徴といえ
る。それでは、なぜこの制約条件が必要かを考えてみる。
　一つには、取消判決の拘束力の問題がある。事業認定や都計事業認可を
事業地の土地所有者等あるいは付近住民が争う場合に、手続的瑕疵により
当該処分が取り消されるときには、そのやり直しをする義務を処分庁は負
う（行訴33Ⅰ、Ⅲ）。そして、手続的瑕疵を是正して処分をやり直して
も、その瑕疵をもつ処分と同一であるならば、やり直しをすることが行政
効率や法的安定性を阻害することになる。そこで、制約条件が必要とされ
る。そして、「手続に違法があること」（同33Ⅲ）に、判断過程合理性審
査により判決理由中の違法とされる事由（以下、判断過程瑕疵という）を
含めることとされる
（芦）
。それにより、判断過程瑕疵を是正しつつ処分をやり
直させ、処分内容については行政庁に委ねることが、裁量を認める法の趣
旨と、限定的審査よりも密度の濃い審査による法治主義の担保がバランス
よく調和することになる。したがって、制約条件は、手続的瑕疵の場合と
同様に判断過程瑕疵についても必要とされるのである。
　さらに、適正手続や合理的な判断過程を確保する目的が何かが問題とな
る。裁判所による適正手続審査は、他事考慮や不適正な比較衡量が行われ
たことを疑わせる手続の有無を審査するもので、あくまでも処分の適正を
担保するために手続の適正を審査するものである。そして、判断過程合理
性審査は、関連考慮要素をすべて考慮したか否か、それらの適正な比較衡
量が行われたか否か、結論にいたる、説明が合理的か否かの審査で、処分
の適正を担保するために処分理由の合理性を審査するものである。した
がって、適正手続と判断過程の合理性は、いずれも処分の適正を担保する
という目的のもとで求められるという点で共通していることから、制約条
件が必要とされている。
（二）ここで手続的瑕疵と取消事由との関係についての学説をみてみるこ
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ととする。それには、次のものがある。
ａ
（鯵）
説　正しい手続によってのみ正しい決定がなされるという前提に立ち、
行政庁が処分をやり直して同一の処分をする場合でも、手続規制の意義を
考慮すると当然に取消事由にならないと考えるべきではない。
ｂ
（梓）
説　処分の手続が適正でなければならないことと、手続に瑕疵がある場
合にそれをどのように扱うべきかは別の事柄で、手続の重要度と瑕疵の軽
重に応じて考慮すべきである。そして、ア　軽微な瑕疵は取消原因にはな
らない、イ　制度の根幹に関わる手続の違反で、その瑕疵を許せば制度自
体の信頼を損なうものは、結果への影響に関わらず取消原因となる。ウ　
アとイの中間にあるものは、別の結論に到達する可能性のある場合に限
り、取消原因となる。
ｃ
（圧）
説　羈束処分と裁量処分を別に考える。後者の場合には、手続が重要な
ものであれば、実体法上の瑕疵がなくても取り消して、行政に再度の考慮
をさせるのが適切であり、重要でない手続のような場合には、実体法上の
瑕疵がある程度ありそうな場合に、手続には瑕疵があるとする。
ｄ
（斡）
説　手続は処分内容の公正を期するための手段であるので、処分内容に
影響を及ぼし得る場合でなければ無効事由や取消事由になりえない。
（三）ａ、ｂ、ｃ各説については、個別的な事例にそれらを適用した場合
にどれだけの違いがあるのかは不明であるが、それほどの違いはないと思
われる。私見は、手続的瑕疵にも軽重さまざまなものがあり、手続に違反
する程度も種々であるので、処分内容に影響を与えなくとも取消事由にな
る場合があると考える。そうすると、判断過程瑕疵についても同様に、基
本的には制約条件は必要であるが、場合によっては、それを必要としない
で判断過程瑕疵を取消事由とすることを認めるべきであると考える。
　１で提示した考慮要素の類型を使い、一つのモデルをあげておく。
ア　１要素を全く考慮しなかった場合や著しく軽視した場合には、制約条
件は不要である（結果的に１Ａ要素となるであろう）。
イ　１要素でも、著しいとはいえない、単なる不適正衡量の場合には、原
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則的に制約条件が必要である（１Ｂ要素となるであろう）。
ウ　２要素を全く考慮しなかった場合、当該要素を考慮したが、不適正衡
量の場合には、制約条件が必要である（２Ｂ要素となるであろう）。
エ　他事考慮の場合には、一般的に制約条件が必要であるが、他事考慮自
体が重大な過誤である場合には制約条件は不要である。
　そうすると、制約条件不要の場合は、１Ａ要素について生じると考える
ことは当然に可能である。３号要件で求められる利益衡量の際に、考慮が
特に求められる性質の利益であり、しかも全く衡量の対象とされなかった
り、それに対する重み付けが著しく不足していたのであるから、制約条件
は不要と考える。ｃ①判決は、制約条件については触れていないが、制約
条件不要であることを示していると考えることもできる。
　１Ｂ要素は、考慮要素の質と衡量を欠く程度のいわば積と、他の考慮要
素との関係で決定されるが、１要素でも、それに対する重み付けが著しい
とまではいかなくても不足したもので、他の考慮要素とともに衡量される
要素である。この要素でも、制約条件が不要の場合があり得ると考えるこ
とも可能であろう。すなわち、１要素は、判断過程において考慮が特に必
要とされているものであるとしたが、さらにそれを適正に考慮すること自
体が特に重要であるといえるときには、制約条件を不要とし得ると考え
る。つまり、１Ｂ要素に含まれると考えられる考慮要素については、制約
条件の要不要を弾力的に取扱ってもよいのではないかと思う。
　例えば、日光太郎杉控訴審判決をみてみる。それは、「本件事業計画を
もつて、土地の適正かつ合理的な利用に寄与するものと認めらるべきであ
るとする控訴人建設大臣の判断は、この判断にあたつて、本件土地付近の
もつかけがいのない文化的諸価値ないしは環境の保全という本来最も重視
すべきことがらを不当、安易に軽視し、その結果右保全の要請と自動車道
路の整備拡充の必要性とをいかにして調和させるべきかの手段、方法の探
究において、当然尽すべき考慮を尽さず、また、この点の判断につき、オ
リンピツクの開催に伴なう自動車交通量増加の予想という、本来考慮に容
れるべきでない事項を考慮に容れ、かつ、暴風による倒木（これによる交
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通障害）の可能性および樹勢の衰えの可能性という、本来過大に評価すべ
きでないことがらを過重に評価した点で、その裁量判断の方法ないし過程
に過誤があり、これらの過誤がなく、これらの諸点につき正しい判断がな
されたとすれば、控訴人建設大臣の判断は異なつた結論に到達する可能性
があつたものと認められる。してみれば、本件事業計画をもつて土地の適
正かつ合理的な利用に寄与するものと認められるべきであるとする控訴人
建設大臣の判断は、その裁量判断の方法ないし過程に過誤があるものとし
て、違法なものと認めざるをえない。」とし、「控訴人建設大臣において、
本件事業計画が土地の適正且つ合理的な利用に寄与するという土地収用法
20条３号所定の要件をみたすものと判断するためには、単に本件計画が
前記のとおり本件国道119号および120号の交通量増加に対処することを
目的とする点において公共性を有するというだけでは足りず、それに加え
て、本件計画がどうしてもそれによらざるを得ないと判断し得るだけの必
要性、換言すれば、本件土地付近の有する前記のような景観、風致、文化
的諸価値を犠牲にしてもなお本件計画を実施しなければならない必要性、
ないしは環境の荒廃、破壊をかえりみず右計画を強行しなければならない
必要性があることが肯定されなければならないというべきである。けだ
し、前記のようなかけがいのない景観、風致、文化的諸価値ないし環境の
保全の要請は、国民が健康で文化的な生活を営む条件にかかわるものとし
て、行政の上においても、最大限度に尊重さるべきものであるからであ
る。ところが、本来、道路というものは、人間がその必要に応じて、自か
らの創造力によつて建設するものであるから、原則として、『費用と時
間』をかけることによつて、『何時でも何処にでも』これを建設すること
は可能であり、従つて、それは代替性を有しているということができ
る。」（下線部　引用者）と述べる。
　これからは、事業地付近の文化的価値・環境保全が１Ｂ要素、オリン
ピックの開催に伴なう自動車交通量は他事考慮、暴風による倒木（これに
よる交通障害）の可能性および樹勢の衰えの可能性、費用・時間が２Ｂ要
素となる。前述の私見からは、「最大限」尊重すべきとされる事業地付近
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の文化的価値・環境保全については、制約条件が不要ともいえる。
　二風谷ダム判決は、「事業計画の達成によって得られる公共の利益は、
洪水調節、流水の正常な機能の維持、各種用水の供給及び発電等であっ
て、これまでなされてきた多くの同種事業におけるものと変わるところが
なく簡明であるのに対し、後者すなわち事業計画により失われる公共ない
し私的利益は、少数民族であるアイヌ民族の文化」であるとして、「起業
者の代理人であるとともに認定庁である建設大臣は、本件事業計画の達成
により得られる利益がこれによって失われる利益に優越するかどうかを判
断するために必要な調査、研究等の手続を怠り、本来最も重視すべき諸要
素、諸価値を不当に軽視ないし無視し、したがって、そのような判断がで
きないにもかかわらず、アイヌ文化に対する影響を可能な限り少なくする
等の対策を講じないまま、安易に前者の利益が後者の利益に優越するもの
と判断し、結局本件事業認定をしたことになり、土地収用法20条３号に
おいて認定庁に与えられた裁量権を逸脱した違法がある」と結論付けた。
　これによると、治水、利水、発電等の利益が２Ｂ要素、アイヌ民族の文
化が１Ｂ要素となるであろう。後者について判決は、「先住少数民族であ
るアイヌ民族の民族的・文化的・歴史的・宗教的諸価値」に「公共の利
益」が「譲歩を求める場合には」「最大限の配慮がなされなければならな
い」と述べた。そうすると、この要素については、制約条件を不要と考え
てもよいように思われる。
　１Ａ要素については、制約条件を仮に必要としても、異なる結論に至る
であろうから、その条件の有無の司法審査への影響はないといえる。１Ｂ
要素については、上記二判決では、「最大限」の尊重あるいは配慮が求め
られる利益にもかかわらず、制約条件が必要とされているが、この条件の
存在は司法審査に対する影響を与えているのではないかとも思われる。例
えば、日光太郎杉控訴審判決は、「起業者の算定によれば、右四案のうち
で、最も事業費を要するのはＣ案の13億5,100万円であり、右は、本件事
業に要する4,300万円の約31.4倍に相当するところ、本件土地の有する前
述のような文化的価値の保全のために、いくばくの費用が支出さるべきか
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は、本来、国民経済的観点から考慮すべきものであることを考えれば、右
13億円余りという金額は決して高価とは解されず、有料道路としてこれ
を建設することの可能性を考慮に容れれば、なおさら、経済的理由は、Ａ
案（本件事業計画）の実施を必要、やむをえないとすることの理由となる
ものではない。」として、Ｃ案の工事費用が「決して高価」ではないとす
るが、このような実体的判断は制約条件を意識したことに一因があるとも
いえる。いずれにしても、制約条件を不要とすることにより、何よりも無
条件で（＝制約条件による制約を受けることなく）、判断過程において考
慮が特に必要とされている要素を適正に考慮することを確保することに資
するということができるであろう。
注
（24）　山村恒年弁護士は、ここでいう判断過程合理性審査方式を判断形成過程審
査方式に含め、さらに判断形成過程審査方式を踰越濫用方式、判断過程合理
性方式、包括的合理性方式（代替案の検討、費用便益分析を合理性規範とす
る審査方式）に分類する。ａ①判決、ｂ①判決、ｄ②判決、ｅ②判決、日光
太郎杉控訴審判決、二風谷ダム判決を包括性合理性方式、ａ②判決を判断過
程合理性方式に分類する。山村・注２、482頁。
（25）　拙稿・注11、205頁以下。
（26）　「鼎談　行政訴訟検討会の『考え方』をめぐって」ジュリスト1263号11頁
［阿部泰隆発言］。
（27）　塩野宏『行政法Ⅱ［第四版］』（有斐閣、2005年）168頁。
（28）　塩野・注13、291頁。
（29）　越山安久「最高裁昭和50年５月29日判決解説」最高裁判例解説民事篇（昭
和50年度）255頁以下。芝池義一『行政法総論講義　第４版補訂版』（有斐
閣、2006年）321頁は、行政決定が実体的に適法である場合でも手続が違法で
あれば取消すという手続重視の見解および手続に違法があっても実体的に適
法であれば取消しはないという実体重視の見解は、いずれも極論であり、両
者の中間的なところが妥当とするので、この見解に含まれるであろう。
（30）　阿部泰隆『行政裁量と行政救済』（三省堂、1987年）156頁。
（31）　原田尚彦『行政法要論　全訂第６版』（学陽書房、2005年）182頁。
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五　おわりに
　都市計画については、文中で紹介したように都市計画争訟研究会が都計
決定が直接争訟の対象とならないことによる問題点（争訟手続を経ること
により都計決定の適正を確保することが不十分である、後行処分の取消訴
訟では個人の権利救済が不十分である）の解決を目的とした争訟制度を提
案しているが、三で検討した事項はその制度の下でも問題となり得るもの
である。今後の都計法改正の動きに注目したい。
　本稿で取り上げた判例にも、結論の違いはともかくとして適正手続審査
方式や判断過程合理性審査方式を採るものが多いといえる。四では、判断
過程合理性審査方式において、手続的瑕疵と同様に、判断過程瑕疵につい
ても制約条件を不要とすることも可能であることを述べた。周知のよう
に、行訴法30条の規定のあり方については、先般の行訴法改正過程にお
いても議論されたが
（扱）
、結局今後の検討課題となった。私見は、同条を改正
して、事実誤認と、手続、判断方法または過程が不合理である場合には取
り消す旨の規定とすべきであるとするものである。その改正についての動
きにも今後注目したい。
注
（32）　第17回行政訴訟検討会（司法制度改革推進本部）資料10における裁量審査
参照。
〔付記〕 脱稿後、Ｃ③判決の評釈として、山村恒年・判自285号112頁に
接した。また、Ｃ③判決後の差戻控訴審において、都が私有地の
収用断念の方針を示したので、原告側は訴えを取り下げたと報じ
られた。判自285号128頁。
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